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【 わたしからのひと言 】

私たち　２１・老福連の主張

必要な人に必要なだけの介護が提供できる施策の拡充を

利用者負担の増大につなげることなく介護保障充実のしくみを

豊かな暮らしと職員の身分を守る介護報酬の増額を

自治体の老人福祉施策に、国は十分な財源保障を

国民の生存権保障に、国がきちんとした責任と負担を

●　特別養護老人ホームの待機者を解消すること

●　緊急時に利用できるショートステイの整備を

●　24時間365日在宅で暮らし続けることができる在宅施策の拡充を

●　食費・居住費も含めた総合的な生活保障としての福祉施設を

●　安易な市場原理でなく、安定的な福祉供給を実現すること

●　介護保険の財源は、以前の老人福祉のように国の負担を２分の１に戻す

●　減免制度を拡充し、低所得者が安心して利用できるしくみにする

●　介護保険料・利用料は「応益負担」でなく「応能負担」を原則にする

●　膨大な費用と労力と時間を費やす要介護認定制度を廃止し、有資格者による

　　判断で、必要な人に必要なケアが行えるようにすること



●　職員の最低賃金の明確化を

●　入所施設は最低２対１以上の職員配置基準に

●　小規模施設には十分な夜勤体制が保障できる介護給付を

●　職員の常勤・専任比率の明確化を

●　地域の実情と必要性に根ざした自治体の福祉施策の拡充を

●　介護予防、健康づくりは自治体の公費による保健・福祉施策によって充実を

●　国は地方自治体の意向を尊重し、十分な財源的支援を

●　老人福祉のナショナルミニマム（最低基準）を国の責任と負担で明確に

●　生活保護の切り捨て、老齢加算などの打ち切りをやめ、保護基準の改善を

●　公的な福祉施設の整備・改修に十分な国と自治体の助成を

●　老人福祉のセーフティーネットである養護老人ホームを公的責任により拡充を





















